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はじめに
　今年も 9 月 9 日を含む 1 週間の “救急医療週
間” がやってきた。これまで、救急専門医がそ
れぞれの活動分野の救急について解説してき
たが、筆者は今年度で現場からリタイアするこ
ともあり、救急医療を引き継ぐ後輩への申し送
りをかね、救急医療の仲間が誇りとしている“た
らい回しのない沖縄の救急” ができるまでの歴
史と要因を示したい。なお、詳しい沖縄の救急
医療は本会医師会史 2 の拙文をご覧頂きたい。

救急医療の歴史
　救急が医療の根本と言われながら、体系的な
医療として取り組まれるようになったのは比較
的新しい。救急先進国の米国でさえ 1950 年代
には救急患者の搬送は葬儀屋であったという。
当時は救急患者の多くは病院到着前になくなっ
ていたからであろう。1960 年になると外傷や
内科救急を受け入れる “救急室” を持つ病院が
出てきたが、専属医は居なかった。市中で発生
する救急患者を初療するのは開業医で、増え続
ける救急患者に病院も対応するに難渋し始めた
ころ、開業医が病院に勤務し救急患者に対応す
る “救急医” となったのが 1961 年と言われて
いる。そして 1968 年救急を専門とする医師が
集まり米国救急学会を発足させている。

我が国の救急医療
　さて、我が国の動向はどうであったろうか。
我が国でも 1930 年代以前までは、救急患者は
家族や周囲の人たちによって町医者に担ぎ込ま
れていたであろう。1933 年になって赤十字や
警察が救急車を一部の都市で走らせるにとどま

っていた。
　本格的に救急患者の搬送について体系的に取
り組まれるようになったのは、敗戦後救急搬送
業務が各自治体の業務として位置付けられてか
らである。それぞれの自治体で救急搬送業務が
実施されたものの、内容に格差があり整備統一
するために 1963 年に法改正され、あわせて救
急患者を受ける側も整備され、救急告示病院制
度がスタートした。　
　増え続ける休日夜間の患者のために 1972 年
休日夜間急患センターが作られるようになり、
さらに増え続ける患者を効率的に診療するべく
1977 年初期、二次、三次と重症度に応じて患
者を受け入れる施設を設定、全国に救命救急セ
ンターが整備された。また、従来救急隊の取り
扱う患者を内科患者まで広げ、1988 年に救急
告示病院の要件も変更された。その後プレホス
ピタルケアの充実のため 1991 年救急救命士法
が発令、1995 年の阪神淡路大震災の反省から
DMAT の結成、ドクターヘリの導入が進んで
いる。

沖縄の救急医療の歴史
　沖縄は 27 年間、祖国から切り離されていた
ため、医療制度、医療保険制度、社会福祉など
1972 年の祖国復帰後、堰を切ったように整備
が進められた。救急医療についても国の救急医
療体制整備政策のもと、休日夜間診療所、救急
告示制度、中部病院の救命救急センター開設な
ど、本土に追いつけ、追い越せと努力がなされ
て来た。
　しかしながら、救急医療に関して、私は別な
見方をしている。むしろ、救急医療については、

救急医療週間（9/9 ～ 9/15）によせて
～たらい回しのない沖縄の救急～
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365 日 24 時間救急患者がたらい回しもなく治
療されている沖縄こそが、正道を歩んできたと
自負したい。中部病院のゼネラル重視の研修制
度が、新臨床研修制度のモデルとなったように、
国内の重症集中治療型救急施設が、我々が綿々
と先輩方から引き継いできた ER 型救急機能を
合せ持つよう、方向転換し始めたことが示して
いる。

“たらい回しのない救急” の要因
　では、沖縄で出来ている理由は何であろうか
と、私なりに整理してみた。
 1　離島県かつ島嶼県であること。隣県の鹿児

島県とは海が隔てるため、日常の医療から救
急まで地域内完結する医療をせねばならぬた
め、これが医療人の覚悟と気概を醸成し、相
応の施設整備が進められてきたこと。

 2　戦争は甚大な人的・物的損害の爪痕を残し
終結した。医師の絶対数が不足する中で医療
は復興していったが、少ない医師は専門科を
超えた診療も求められ、かつ専門領域の救急
ができることが要求され、全員参加型の救急
がなされてきたこと。

 3　終戦後、米国主導のもとで医療の復興が進
められたが、そのため病院は開放型であり開
業医が利用する形態であった。病院は重症患
者と救急患者を収容するためのものであった
ので、いつでも救急患者を受け入れる ER 型
救急が始められ、現在も続いていること。

 4　1967 年に始まった中部病院の臨床研修度
が沖縄の救急医療に与えた影響は大きい。当
時の医師不足から疲弊していた医師の力強い
助力とその存在による病院の活性化、そして
ゼネラル教育を受けた修了生が沖縄県に留ま
り、ER 型救急を県内にて展開していること。

 5　自他共に県立病院が “最後の砦” と認識さ
れている。戦後の医療の復興は公的病院を中
心に進められてきたので、職員も “自分たち
が見放したら患者はどこへ行けばいいんだ”
の強い使命感で勤務を続け、これが伝統とな
っている。消防も困ったら県立へ搬送業務を、
民間病院も公的病院への信頼も厚く積極的に
救急医療に参加協力していること。

　あげた要因を考察すると、戦争での大きな人
的物的損失、離島・島嶼県、米国施政権下など
に結びついていることが分かる。このような逆
境が人々を困難に立ち向かせ、工夫する知恵を
導き出させ、協動への一体感を醸成したと言え
るであろう。
　加えて、沖縄独特の国費自費制度の存在も大
きかったと考えている。この制度で医師となっ
た人たちが沖縄の医療全体を牽引してきたが、
救急も同様である。そして、これからあと 7 年
もすればこの制度で医師となったものたちは定
年を迎え現場から立ち去る時期を迎える。その
ときこそ次世代の医療人の真価が問われる。こ
れから先もたらい回しのない救急が引き継がれ
ていることを期待したい。

　当コーナーでは病診連携、診診連携等に資するため、
発熱、下痢、嘔吐の症状等、ミニレクチャー的な内容で他
科の先生方にも分かり易い原稿をご執筆いただいており
ます。
　奮ってご投稿下さい。
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結核予防週間（9/24 ～ 9/30）によせて

南部福祉保健所長　譜久山　民子

 3. 医療機関受診による発見が最も多く、職場
　　からの発見が次で、増加傾向にある。
発見方法 (%) 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

医療機関受診 57.0 54.8 55.7 56.9

職場健診から 3.6 5.1 6.5 6.7

沖縄県の状況
 1. 新規結核患者数：平成 23 年 209 名の発症、
　　罹患率 19.2 ともに 2 年連続の増加です。

罹患率：人口 10 万対

新登録者数 277 235 260 269252

結核罹患率 20.1 17.0 18.7 19.218.4

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

 2. 高齢者の結核患者の割合が増加しています。
新登録者数 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

74 61 78 826080歳

以上

人数

割合％ 26.7 26.0 30.0 30.523.8

 4. 結核患者のうち、合併症を持つ割合（％）。

糖尿病 17.8 14.5 14.517.7

ＨＩＶ 0.36 0 00

合併症　　　 平成 20年 平成 21年 平成 22年 平成 23年

 5. 結核死亡数
1970年 1990年 2011年2010年

人数 103 32 2632

 6. 潜在性結核感染症の届出数の増加：特に医
　　療従事者の増加がみられます。検査法の進
　　歩も背景と思われます。

全届出数 21 40 45 9418

医療従事者 2 4 23 493

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

はじめに
　平素、医師会員の皆様には、結核対策で、大
変お世話になっているところです。
　厚生労働省は毎年 9 月 24 日から 30 日まで
を結核予防週間と定め、結核予防会、日本医師
会等関係団体のご協力のもと、結核の普及啓発
等を行います。
　平成 24 年度の標語は、【「胸に空洞！？　失
恋ですか？― いいえ、結核です。】でした。
　戦前の日本では結核は「国民病」「亡国病」と
恐ろしい病気という認識でしたが栄養状態・衛生
状態の改善、医療の著しい進歩により、感染症で
はありますが、医師の中でもあまりお目にかかる
ことがない時代になっているかもしれません。
　しかし日本全国では平成 23 年 22,681 名の新
規結核患者発生があり、罹患率は 17.71 で、罹
患率で米国の 4.3 倍、カナダの 3.3 倍と、世界
の中蔓延国とまだまだ対策をゆるめるわけには
いきません。
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 7. 生後 6 か月までに行う乳児の BCG 予防接種
　 率：平成 23 年度 93.4％と 90％台を維持し
　 ています。

おわりに
　医師会の先生方には “結核はまだまだある感
染症” という事は申すまでもない事ですが、皆
様のクリニックに受診される咳が続く患者では
まず結核を頭においていただきますようお願い
致します。また結核患者と診断した時には “直
ち” に保健所への届け出や接触者の検診、結核
患者の DOTS 訪問（服薬支援）等の保健所の
業務につきましても、日頃大変ご協力をいただ
き、改めて感謝を申し上げます。

＊標準治療*  初回治療ではINH とRFP に初期2ヶ月PZA とEB

（またはSM）を使用し全治療期間6か月とする式を第一選択と

し，重症肝障害等のためにPZAが使用できない場合に限りPZAを

使用しない9ヶ月治療を行うこととしていた。さらに，2009年の基

準ではEB（またはSM）に関して，INHとRFPに対して感受性であ

ることが確認されれば使用を中止することになった。 

標準治療
(Ａ)

標準治療
(Ｂ)



2012沖縄医報　Vol.48  No.9
月間（週間）行事お知らせ

－ 66（1014）－

　毎年 9 月は「がん征圧月間」です。
　がんに対する知識を深めがんの早期診断・治
療を考えていただきたいと思います。
　日本人の死亡原因の第 1 位はがんです。
1984 年にそれまで第 1 位だった脳血管疾患を
抜いて以降、死亡原因の第 1 位はがんです。そ
してがんの死亡者数はいまなお増加し続けてい
るというのが現状です。
　会員の皆様ご存知のように日本では、2 人に
1 人ががんになり、3 人に 1 人ががんで死亡し
ています。がんは初期のうちは自覚症状がほと
んどありません。自覚症状が現れたときには、
病状がかなり進行している場合が多いのです。
　現在、日本におけるがん死亡率の部位別トッ
プ 5 は、男性では、1 位から肺癌、胃癌、肝臓癌、
結腸癌、膵臓癌、女性は、1 位から肺癌、胃癌、
結腸癌、膵臓癌、乳癌です。

　今回はがんの中でも早期診断・治療が困難と
されトップ 5 に名を連ねる膵臓がんを取り上
げ早期診断治療に役立てていただければと思
います。
　膵癌による死亡者は 2010 年には 27,989 人で
全死亡者数の 2.3％を占めています。癌死亡に
おける膵癌の割合は 2009 年に男性 6.8％・女
性 9.2％（1965 年では、2.9％・2.7％）でした。
膵癌の死亡者数の増加は画像診断の進歩による
ものが多いのですが、罹患率と死亡率がほぼ同
数であることは膵癌が根治治療困難な疾患であ
ることを意味しています。
　膵癌診療ガイドライン 2009 年版では、膵癌
の危険因子として①家族歴②合併疾患③嗜好の
3 つがあげられています。
① 家族歴：膵癌、遺伝性膵癌症候群（遺伝性
膵炎、家族性大腸腺腫症ポリポーシス、Peutz-
Jeghers 症候群、家族性乳癌など）

② 合併疾患：糖尿病、肥満、慢性膵炎、遺伝
性膵炎、IPMN
③ 嗜好：喫煙
　膵癌における糖尿病の合併率は 25.9％とも
っとも高頻度の合併疾患として報告されていま
す。糖尿病は血管病変だけではなく癌の死亡リ
スクともいわれています。また新たに発症した
糖尿病の患者は、膵癌の発生が高いと報告され
ています。
　最近では肥満と膵癌のとの関連も報告され
BMI が 30 をこえるとハザード比が 1.19 にな
ると報告され、また肥満は膵癌の予後にも影響
するとの報告もあります。
　これらの危険因子を複数有する場合は膵癌を
念頭においた検査を行うことが推奨されていま
す。糖尿病に関しては、急激な発症や悪化を見
逃さずに膵癌の合併を疑い検査が勧められま
す。また IPMN は癌へ進展・癌を合併するこ
とがあるため診断と経過観察が勧められます。
　診断のポイントとして、エコーでの膵癌の診
断は、2 ㎝程度までの膵管癌は一般に低エコー
像としてとらえられること、胆管拡張や膵周囲
の血管の狭窄やリンパ節の腫大を見逃さないこ
とが挙げられます。早期診断を行うためには、
膵管拡張や膵のう胞を認めた場合、膵癌の合併
を考え積極的に CT・MRI・EUS・ERP を行うか、
行える施設への紹介を行ってください。

　がん検診の目的は、がん検診による早期発見、
早期治療によって、がんが治る確率を高めがん
患者本人の肉体的、精神的、経済的な負担を軽
くすることです。
　がんの罹患は、本人だけの問題ではありませ
ん。このがん征圧月間を機会に患者本人と家族
を守るために、定期的ながん検診の受診を勧め、
日ごろからがんを防ぐための食習慣・生活習慣
の実践を勧めてください。

「がん征圧月間」に寄せて

那覇市立病院 外科　友利　寛文
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